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第３節 公害苦情処理担当の職員数                    

 
令和２年度末（令和３年３月31日）現在、47都道府県及び1,741市町村（特別区を含む。以

下同じ。）の計1,788自治体で公害苦情の処理を担当している職員（以下「公害苦情処理担当職

員」という。）の数は10,842人（専任153人、兼任10,689人）となっている（表１－４－７）。 

また、公害苦情処理担当職員が１人以下である地方自治体は、284自治体（全自治体の

15.9％）となっている。 

 

表１－４－７ 公害苦情処理担当職員数の推移 

  
 

 

※ 本章資料「令和２年度公害苦情調査」 

（単位：人）

計 専　任 兼　任 計 専　任 兼　任 計 専　任 兼　任

平成22年度 11,315 246 11,069 1,812 46 1,766 9,503 200 9,303 

23 11,292 232 11,060 1,811 46 1,765 9,481 186 9,295 

24 11,207 225 10,982 1,794 43 1,751 9,413 182 9,231 

25 11,128 205 10,923 1,741 38 1,703 9,387 167 9,220 

26 11,120 207 10,913 1,738 42 1,696 9,382 165 9,217 

27 11,053 209 10,844 1,763 40 1,723 9,290 169 9,121 

28 10,963 187 10,776 1,712 35 1,677 9,251 152 9,099 

29 10,874 180 10,694 1,691 25 1,666 9,183 155 9,028 

30 10,912 176 10,736 1,658 26 1,632 9,254 150 9,104 

令和元年度 10,924 166 10,758 1,620 25 1,595 9,304 141 9,163 

2 10,842 153 10,689 1,557 17 1,540 9,285 136 9,149 

〔構成比（％）〕 〔100.0〕 〔1.4〕 〔98.6〕 〔14.4〕 〔0.2〕 〔14.2〕 〔85.6〕 〔1.3〕 〔84.4〕

合　計 公 害 苦 情 相 談 員 公害苦情相談員以外の職員
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第第５５章章  地地方方公公共共団団体体にに対対すするる指指導導等等

第１節 公害紛争処理に関する連絡協議                
 

公害等調整委員会及び審査会等は、公害紛争処理法によって定められた管轄に従い、そ

れぞれ独立して紛争の処理に当たっているが、紛争の円滑な処理のためには、公害等調整

委員会及び審査会等の相互の情報交換・連絡協議に努めることが必要である。 

このため、公害等調整委員会は、公害問題について不断の研究を行い、多数の公害紛争

の実例を検討、分析するとともに、各種会議の開催、情報・資料の提供を行うことにより、

審査会等との連携を図っている。特に、近年、公害紛争の態様が変化・多様化しており、

これに対応して、公害紛争の適切な処理を図っていくため、公害紛争処理に関する共通の

問題について、公害等調整委員会及び審査会等が積極的に情報・意見の交換を行うなどし

て、相互の連携の一層の強化に努めている。 

１ 会議の開催 

(1) 公害紛争処理連絡協議会の開催 

公害等調整委員会では、都道府県公害審査会会長等を対象に、公害紛争に関する

特定の問題について情報・意見の交換等を行うことにより、職務の執行に関し共通

の理解を持ち、公害紛争処理制度の円滑な運営を図るため、公害紛争処理連絡協議

会を開催している。 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、６月３日にウェブ

会議により、第51回協議会を開催した。 

(2) 公害紛争処理関係ブロック会議の開催 

公害等調整委員会では、各都道府県の公害紛争処理担当職員を対象に、各都道府

県における公害紛争の動向等についての情報・意見の交換等を行うことにより、公

害紛争処理事務の円滑な実施に資するため、全国を６ブロック（北海道・東北、関

東・甲信越・静岡、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州・沖縄）に分け、ブロッ

クごとに毎年度、公害紛争処理関係ブロック会議を開催している。 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、第52回会議の開催

を中止したが、都道府県の公害紛争処理担当職員の人材育成の一環として、インタ

ーネット動画配信による「地方自治体職員向けウェブセミナー」を10回開催した。 

２ 情報・資料の提供 

公害等調整委員会及び審査会等における個々の事件の具体的な処理経過、問題とな

った点等について整理及び分析することは、類似の事件を処理する上で参考となり、ま

た、公害紛争の動向を知る上でも不可欠である。 

このため、公害等調整委員会では、審査会等から公害紛争事件について、受付及び

終結の段階で報告を聴取し、公害等調整委員会の事件と併せて整理及び分析し、審査会

等に情報を提供している。 
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第２節 公害苦情処理に関する指導等                  

 

公害紛争処理法では、公害苦情の処理は地方公共団体の責務とされ、また、公害等調整

委員会は、地方公共団体が行う公害に関する苦情の処理について指導等を行うこととされ

ている。このため、公害等調整委員会では、苦情の件数、処理の実態等を把握するために

必要な調査を行うとともに、公害苦情相談員等ブロック会議の開催、地方公共団体に対す

る情報・資料の提供等を行っている。 

 

１ 公害苦情相談員等ブロック会議の開催  

公害等調整委員会では、市（原則として人口10万人以上）及び特別区の公害苦情相

談員等を対象に、公害苦情相談の動向等についての情報交換を行うことにより、公害苦

情相談の適切な処理の促進に資するため、全国を６ブロック（ブロックの区分は前節１

（2）と同じ。）に分け、ブロックごとに毎年度、公害苦情相談員等ブロック会議を開

催している。 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、第46回会議の開催を

中止したが、市区町村の公害苦情処理担当職員の人材育成の一環として、インターネッ

ト動画配信による「地方自治体職員向けウェブセミナー」を10回開催した。 

 

２ 情報・資料の提供等 

(1) 情報・資料の提供 

公害苦情の相談を担当する職員が苦情を迅速かつ適切に処理する上で、既に解決

された具体的事例を参考とすることは極めて有用である。このため、公害等調整委

員会では、都道府県の協力を得て、既に解決した公害苦情相談事例の処理経過、問

題となった点等についての情報を収集、整理及び分析し、都道府県及び市区町村の

担当者に対し、情報・資料を提供している。 

(2) 公害苦情調査の実施 

公害苦情処理事務を円滑に運営する上で、全国の公害苦情の実態を明らかにする

ことは極めて重要である。 

このため、公害等調整委員会では、全国の地方公共団体の「公害苦情相談窓口」

へ寄せられた苦情について、その受付状況及び処理状況を統計的に把握し、毎年度、

「公害苦情調査」の結果報告書を取りまとめ、公表している。 

令和３年12月に、令和２年度の結果報告書を公表した（調査結果の概要について

は第１編第４章参照）。 
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